
初等中等教育における遠隔教育の取組と
ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障
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＜資質・能⼒の三つの柱＞

未知の状況にも
対応できる

思考⼒、判断⼒、
表現⼒等の育成

⽣きて働く
知識及び技能

の習得

学びを⼈⽣や社会に
⽣かそうとする

学びに向かう⼒、
⼈間性等の涵養

⽬指すべき教育改⾰の⽅向性とGIGAスクール構想について

 変化を前向きに受け⽌め、豊かな創造性を備え持続
可能な社会の創り⼿として、予測不可能な未来社
会を⾃⽴的に⽣き、社会の形成に参画するための資
質・能⼒を⼀層確実に育成することが必要。

 ⼦供や学校等の実態に応じ、各教科等の特質や学
習過程を踏まえて、資質・能⼒の三つの柱をバランス
よく育成。

 GIGAスクール構想の推進により、多様な⼦供たち
を誰⼀⼈取り残すことのない、公正に個別最適化
された学びや創造性を育む学びを実現。

 今年度から始まる新学習指導要領を着実に実施する
とともに、教育課程や教員免許、教職員配置の⼀体
的な制度の⾒直しや、教師のICT活⽤指導⼒の向
上、情報教育の充実など、ハード・ソフト両⾯からの
教育改⾰。

主体的・対話的で
深い学びの視点から

の学習改善
（アクティブ・ラーニング）

組織的・計画的に
教育活動の質の向上

（カリキュラム・
マネジメント）

教師の資質・能⼒の向上
専⾨⼈材の活⽤など
指導体制の充実

（チーム学校の実現）

⽬指すべき教育改⾰の⽅向性
ICTの積極的活⽤による充実
・ 「１⼈１台端末」 の実現
・ 学校・家庭のネットワーク整備
・ 教師のICT活⽤指導⼒の向上
・ ICT技術者の配置充実

学校教育を通じて育てたい姿、資質・能⼒

• 臨時休業中の⼦供たちの学びを保障するため、
オンライン等も活⽤した家庭学習と、教師による
学習サポート・学習状況の把握の組合せにより、
学習に著しい遅れが⽣じないように⽀援。 1
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☑調べ学習 課題や⽬的に応じて、インターネット等を⽤い、記事や動画等の様々な情報を主体的に収集・整理・分析
☑表現・制作 推敲しながらの⻑⽂の作成や、写真・⾳声・動画等を⽤いた多様な資料・作品の制作
☑遠隔教育 ⼤学・海外・専⾨家との連携、過疎地・離島の⼦供たちが多様な考えに触れる機会、⼊院中の⼦供と教室をつないだ学び
☑情報モラル教育 実際に真贋様々な情報を活⽤する各場⾯（収集・発信など）における学習

「1⼈１台端末・⾼速通信環境」がもたらす学びの変容イメージ
１⼈１台端末と、⾼速⼤容量の通信ネットワークを⼀体的に整備することで、特別な⽀援を必要とする⼦供を含
め、多様な⼦供たち⼀⼈⼀⼈に個別最適化され、資質・能⼒が⼀層確実に育成できる教育ICT環境を実現する

これまでの我が国の教育実践と最先端のICTのベストミックスを図り、教師・児童⽣徒の⼒を最⼤限に引き出す
GIGAスクール

構想

「 「１⼈１台端末」ではない環境 「１⼈１台端末」の環境
⼀
⻫
学
習

・ 教師が電⼦⿊板等を⽤いて説明し、
⼦供たちの興味関⼼意欲を⾼める
ことはできる

・ 教師は授業中でも⼀⼈⼀⼈の反応を把握できる
→ ⼦供たち⼀⼈⼀⼈の反応を踏まえた、

双⽅向型の⼀⻫授業が可能に

個
別
学
習

・ 全員が同時に同じ内容を学習する
（⼀⼈⼀⼈の理解度等に応じた

学びは困難）

・ 各⼈が同時に別々の内容を学習できる
・ 各⼈の学習履歴が⾃動的に記録される
→ ⼀⼈⼀⼈の教育的ニーズや、

学習状況に応じた個別学習が可能に

協
働
学
習

・ グループ発表ならば可能だが、
⾃分独⾃の意⾒は発信しにくい

（積極的な⼦はいつも発表するが、
控えめな⼦は「お客さん」に）

・ ⼀⼈⼀⼈が記事や動画等を集め、独⾃の視点で情報を編集できる
・ 各⾃の考えを即時に共有し、共同編集ができる
→ 全ての⼦供が情報の編集を経験しつつ、

多様な意⾒にも即時に触れられる

ICTこれまでの教育実践の蓄積 × ＝ 学習活動の⼀層充実
主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善

学びの
深化

学びの
転換

「１⼈１台端末」の活⽤によって充実する学習の例



○ Society 5.0時代を⽣きる⼦供たちにとって、教育におけるICTを基盤とした先端技術等の効果的な活⽤が求められる⼀⽅で、現
在の学校ICT環境の整備は遅れており、⾃治体間の格差も⼤きい。令和時代のスタンダードな学校像として、全国⼀律のICT環
境整備が急務。

○ このため、１⼈１台端末及び⾼速⼤容量の通信ネットワークを⼀体的に整備するとともに、並⾏してクラウド活⽤推進、ICT機器
の整備調達体制の構築、利活⽤優良事例の普及、利活⽤のPDCAサイクル徹底等を進めることで、多様な⼦供たちを誰⼀⼈
取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる。

事業概要
（１）校内通信ネットワークの整備

－ 希望する全ての⼩・中・特⽀・⾼等学校等における校内LANを整備
加えて、⼩・中・特⽀等に電源キャビネットを整備

措置要件
 「１⼈１台環境」におけるICT活⽤計画、さらにその達成状況を踏まえた教員スキル向上などの
フォローアップ計画
 効果的・効率的整備のため、国が提⽰する標準仕様書に基づく、都道府県単位を基本とした広
域・⼤規模調達計画
 ⾼速⼤容量回線の接続が可能な環境にあることを前提とした校内LAN整備計画、あるいはラン
ニングコストの確保を踏まえたLTE活⽤計画
 現⾏の「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018〜2022年度）」に基づく、地
⽅財政措置を活⽤した「端末３クラスに１クラス分の配備」計画

（２）児童⽣徒１⼈１台端末の整備
－ 国公私⽴の⼩・中・特⽀等の児童⽣徒が使⽤する

PC端末を整備

公⽴ 補助対象︓都道府県、政令市、その他市区町村
補助割合︓1/2 ※市町村は都道府県を通じて国に申請

私⽴ 補助対象︓学校法⼈、補助割合︓1/2
国⽴ 補助対象︓国⽴⼤学法⼈、（独）国⽴⾼等専⾨学校機構

補助割合︓定額

公⽴ 補助対象︓都道府県、政令市、その他市区町村等
補助割合︓定額（上限4.5万円）※市町村は都道府県を通じて国に申請

私⽴ 補助対象︓学校法⼈、補助割合︓1/2（上限4.5万円）
国⽴ 補助対象︓国⽴⼤学法⼈

補助割合︓定額（上限4.5万円）

事業スキーム

※ ⽀援メニュー （① 校内LAN整備＋端末整備、② 端末独⾃整
備を前提とした校内LAN整備、③LTE通信費等独⾃確保を前提
とした端末整備）

学習者⽤コンピュータ
（３クラスに１クラス分は
地⽅財政措置の対象）

ネットワーク機器

ＧＩＧＡスクール構想の実現 令和元年度補正予算額 2,318億円

（⽂部科学省所管）
公⽴:2,173億円、私⽴:119億円、国⽴:26億円

事業概要

事業スキーム



ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障 令和2年度補正予算額（案）2,292億円

「1⼈1台端末」の早期実現や、家庭でも繋がる通信環境の整備など、「GIGAスクール構想」におけるハード・ソフト・
⼈材を⼀体とした整備を加速することで、災害や感染症の発⽣等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICT
の活⽤により全ての⼦供たちの学びを保障できる環境を早急に実現

⽬ 的

ＧＩＧＡスクールサポーターの配置 105億円
急速な学校ICT化を進める⾃治体等を⽀援するため、ICT関係企業OB
などICT技術者の配置経費を⽀援

対象︓国・公・私⽴の⼩・中・⾼校・特⽀等
国⽴︓定額、公私⽴︓1/2

学校ネットワーク環境の全校整備 71億円
整備が可能となる未光地域やWi-Fi整備を希望し、令和元年度補正に
計上していなかった学校ネットワーク環境の整備を⽀援

対象︓公⽴の⼩・中・特⽀、⾼等学校等
公⽴︓1/2 施策の想定スキーム図

⽂科省 都道府県
市町村

（⼩中学校等）
・

学校法⼈補助

申請
（取りまとめ）

補助

申請

※上記は公⽴及び私⽴のイメージ、国⽴は国が直接補助

児童⽣徒の端末整備⽀援
○ 「1⼈1台端末」の早期実現 1,951億円
令和5年度に達成するとされている端末整備の前倒しを⽀援、
令和元年度補正措置済（⼩5,6､中1）に加え、残りの中2,3、⼩1〜4すべてを措置

対象︓国・公・私⽴の⼩・中・特⽀等
国公⽴︓定額（上限4.5万円）、私⽴︓1/2（上限4.5万円）

○ 障害のある児童⽣徒のための⼊出⼒⽀援装置整備 11億円
視覚や聴覚、⾝体等に障害のある児童⽣徒が、端末の使⽤にあたって
必要となる障害に対応した⼊出⼒⽀援装置の整備を⽀援

対象︓国・公・私⽴の⼩・中・特⽀等
国⽴、公⽴︓定額、私⽴︓1/2

緊急時における家庭でのオンライン学習環境の整備
○ 家庭学習のための通信機器整備⽀援 147億円
Wi-Fi環境が整っていない家庭に対する貸与等を⽬的として⾃治体が⾏う、
LTE通信環境（モバイルルータ）の整備を⽀援

対象︓国・公・私⽴の⼩・中・特⽀等、年収400万円未満（約147万台）
国公⽴︓定額（上限1万円）、私⽴︓1/2（上限1万円）

○ 学校からの遠隔学習機能の強化 6億円
臨時休業等の緊急時に学校と児童⽣徒がやりとりを円滑に⾏うため、
学校側が使⽤するカメラやマイクなどの通信装置等の整備を⽀援

対象︓国・公・私⽴の⼩・中・⾼校・特⽀等
公私⽴︓1/2（上限3.5万円）、国⽴︓定額（上限3.5万円）

○ 「学びの保障」オンライン学習システムの導⼊ 1億円
学校や家庭において端末を⽤いて学習・アセスメントが可能な
プラットフォームの導⼊に向けた調査研究

4



ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、

一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 条件不利地域（過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯）

未整備の学校を含めて整備する場合は、財政力指数0.8以下の自治体又は人口密度500人/㎢以下の町字

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等

エ 負担割合：

（億円）当初予算額スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース無線局

エントランス
（クロージャ等）

地域の拠点的地点

イメージ図 高速・大容量無線局の前提となる伝送路

１．背景
 新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、在宅勤務・オンライン診療等のための情報通信環境の整備が

急務となっている。
 子供たち１人１人に個別最適化され、創造性を育める教育ＩＣＴ環境を実現することを目指したＧＩＧＡスクール構想を

進めるためには、学校教育や在宅学習のための情報通信基盤を早急に整備することが必要。

２．概要
 地方公共団体や電気通信事業者等による、高速・大容量無線通信の前提となる伝送路設備等の整備を支援
 本事業の支援対象地域は、原則条件不利地域であるが、今回の補正予算においては、未整備の学校（※）を含めて

整備する場合、条件不利地域以外の地域にも特例的に拡大する。

5

令和２年度補正予算（案）：30.3億円

高度無線環境整備推進事業

（自治体が整備を行う場合）

国
２／３

自治体
１／３

国（※）

１／２
自治体（※）

１／２

【離島】

【離島以外】

（第３セクター・民間事業者が整備を行う場合）

国
１／２

３セク・民間
１／２

国
１／３

【離島】

【離島以外】
３セク・民間

２／３
（※）財政力指数０．５以上の自治体

は国庫補助率１／３

（※）小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等

（令和2年度当初予算：52.7億円）



 学校統廃合の困難な⼩規模学校に対して、ＩＣＴを活⽤して他
の学校と結び、児童⽣徒同⼠の学び合い体験を通じた学習活動
の充実などを図る実証研究を実施。

 遠隔地間における双⽅向型の合同学習等について、指導⽅法の
開発や、効果の検証を実施
※ 社会教育においても、同様の実証研究を実施

遠隔教育に関する実証事業について
⼈⼝減少社会におけるICTの活⽤による教育の質の維持向上にかかる実証事業（平成２７〜２９年度）

遠隔教育システム導⼊実証研究事業（平成３０年度〜） ※ 実施中

 多様性のある学習環境や専⾨性の⾼い授業の実現等、児童⽣
徒の学びの質の向上を図るため、遠隔教育システムの導⼊促進に
係る実証事業を実施

 遠隔教育システムの効果的な活⽤⽅法に関するノウハウの収集・
整理とその効果検証及び情報通信技術等に関する検証を実施

実証研究テーマの例

○ 専⾨性を育む教育における遠隔教育
○ 個々の児童⽣徒の状況に応じた遠隔教育
○ 多様性のある学習環境の遠隔教育 等

遠隔合同授業に関するノウハウ等
をまとめたガイドブックを作成

・遠隔合同授業を実施するためのICT環境
・遠隔合同授業を実施するまでのステップ
・よくある問題点やその解決⽅法
・計画の⽴て⽅効率的な準備
・実践例
・効果的な授業を⾏うための⽅策

主な内容

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1364592.htm

遠隔学習導入ガイドブック

・遠隔教育の分類
・遠隔教育の接続形態
・遠隔教育の必要となるICT機器
・ICT機器の導⼊・利⽤のポイント
・実践例
・環境構築、実施・運⽤のポイント

主な内容

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1404422.htm

遠隔教育システム活用ガイドブック

遠隔教育システム
の⽬的に応じた
様々な活⽤⽅法
やノウハウ等をまと
めたガイドブックを
作成 6



取組の特徴

ICTを活⽤した遠隔合同授業の取組事例（熊本県⾼森町）

⾼森東学園
義務教育学校

⾼森中央⼩学校

〇 テレビ会議システムを活⽤し、外国語活動・英語の授業
において、ALTによるネイティブな発⾳指導等を受ける機
会を増やしたり、児童同⼠の交流学習を通して，相⼿意
識を⾼めさせ、多様なコミュニケーションの機会を確保する
ことにより、英語による表現活動を充実させる

〇 町内⼩・中・義務教育学校の授業において遠隔教育の
コンテンツを持った専⾨機関等からゲストティーチャーとして
参加していただき、⽣徒に最新かつ専⾨的な知識や技能
に触れる機会を保障する。

学年 教科

⼩学校 国語、社会、算数、外国語活動、
道徳、⾼森ふるさと学

中学校 国語、英語、社会、技術・家庭、
道徳、⾼森ふるさと学

連携体制、実施学年・教科

⾼森東学園
義務教育学校
（⼩規模校）

前期課程児童数
26名

後期課程⽣徒数
14名

⾼森中央⼩学校
（連携校）

⽣徒数 265名

⾼森中学校
（連携校）

⽣徒数 135名
7



【授業の流れ】
– 最初にWeb会議システムへ全員でログ

インし，教員から指示

– クラウドサービスから
課題・指導内容を
動画等で提示

– チャットで質疑応答
不参加に見える生徒へTell

– 最後にWeb会議システム
にてクラウドサービス
経由で課題提出

一部引用 http://fsportal.jhs.juen.ac.jp/

休業期間中における遠隔授業の取組例（上越教育⼤学附属中学校）



＜資質・能⼒の三つの柱＞

未知の状況にも
対応できる

思考⼒、判断⼒、
表現⼒等の育成

⽣きて働く
知識及び技能

の習得

学びを⼈⽣や社会に
⽣かそうとする

学びに向かう⼒、
⼈間性等の涵養

⽬指すべき教育改⾰の⽅向性とGIGAスクール構想について

 変化を前向きに受け⽌め、豊かな創造性を備え持続
可能な社会の創り⼿として、予測不可能な未来社
会を⾃⽴的に⽣き、社会の形成に参画するための資
質・能⼒を⼀層確実に育成することが必要。

 ⼦供や学校等の実態に応じ、各教科等の特質や学
習過程を踏まえて、資質・能⼒の三つの柱をバランス
よく育成。

 GIGAスクール構想の推進により、多様な⼦供たち
を誰⼀⼈取り残すことのない、公正に個別最適化
された学びや創造性を育む学びを実現。

 今年度から始まる新学習指導要領を着実に実施する
とともに、教育課程や教員免許、教職員配置の⼀体
的な制度の⾒直しや、教師のICT活⽤指導⼒の向
上、情報教育の充実など、ハード・ソフト両⾯からの
教育改⾰。

主体的・対話的で
深い学びの視点から

の学習改善
（アクティブ・ラーニング）

組織的・計画的に
教育活動の質の向上

（カリキュラム・
マネジメント）

教師の資質・能⼒の向上
専⾨⼈材の活⽤など
指導体制の充実

（チーム学校の実現）

⽬指すべき教育改⾰の⽅向性
ICTの積極的活⽤による充実
・ 「１⼈１台端末」 の実現
・ 学校・家庭のネットワーク整備
・ 教師のICT活⽤指導⼒の向上
・ ICT技術者の配置充実

学校教育を通じて育てたい姿、資質・能⼒

• 臨時休業中の⼦供たちの学びを保障するため、
オンライン等も活⽤した家庭学習と、教師による
学習サポート・学習状況の把握の組合せにより、
学習に著しい遅れが⽣じないように⽀援。 9


